
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損
失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 8¶595¶967¶242 2¶124¶889¶948 19¶845¶982 10¶701¶011¶208 1¶252¶980¶423 404¶722¶085 28¶784¶802 9¶419¶245¶983

構 築 物 5¶398¶891¶658 894¶454¶338 9¶703¶146 6¶283¶642¶850 616¶004¶731 194¶229¶344 32¶267¶007 5¶635¶371¶112

機 械 ・ 装 置 34¶690¶334¶069 4¶966¶947¶383 56¶274¶281 39¶601¶007¶171 12¶364¶756¶956 2¶977¶011¶648 116¶094¶555 27¶120¶155¶660

船 舶 60¶444¶660 0 0 60¶444¶660 25¶376¶251 7¶531¶149 0 35¶068¶409

車 両 ・ 運 搬 具 509¶221¶435 444¶134¶260 39¶266¶202 914¶089¶493 313¶351¶327 121¶432¶395 0 600¶738¶166

工具・器具・備品 39¶672¶484¶778 8¶700¶859¶346 1¶082¶144¶443 47¶291¶199¶681 24¶783¶987¶457 6¶848¶795¶090 0 22¶507¶212¶224

放 射 性 物 質 410¶946¶801 45¶189¶240 0 456¶136¶041 215¶023¶186 53¶617¶610 0 241¶112¶855

計 89¶338¶290¶643 17¶176¶474¶515 1¶207¶234¶054 105¶307¶531¶104 39¶571¶480¶331 10¶607¶339¶321 177¶146¶364 65¶558¶904¶409

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

建 物 195¶630¶036¶492 1¶994¶689¶189 395¶186¶945 197¶229¶538¶736 67¶395¶235¶837 7¶677¶903¶568 6¶592¶821¶757 123¶241¶481¶142

構 築 物 62¶645¶470¶787 73¶044¶430 85¶889¶561 62¶632¶625¶656 18¶088¶552¶636 2¶094¶615¶872 706¶364¶969 43¶837¶708¶051

機 械 ・ 装 置 310¶645¶894¶664 1¶901¶596¶709 903¶942¶229 311¶643¶549¶144 251¶116¶484¶667 8¶657¶917¶457 3¶635¶624¶203 56¶891¶440¶274

船 舶 9¶694¶317 0 17¶263 9¶677¶054 9¶193¶200 0 0 483¶854

車 両 ・ 運 搬 具 379¶632¶502 0 7¶074¶868 372¶557¶634 346¶976¶051 3¶781¶054 0 25¶581¶583

工具・器具・備品 22¶819¶711¶266 396¶533¶300 592¶375¶735 22¶623¶868¶831 19¶773¶702¶729 886¶193¶516 0 2¶850¶166¶102

放 射 性 物 質 150¶644¶621 0 0 150¶644¶621 148¶982¶630 2¶988¶330 0 1¶661¶991

計 592¶281¶084¶649 4¶365¶863¶628 1¶984¶486¶601 594¶662¶461¶676 356¶879¶127¶750 19¶323¶399¶797 10¶934¶810¶929 226¶848¶522¶997

非 償 却 資 産 工具・器具・備品
（装飾用品）

21¶067¶012 0 0 21¶067¶012 ` ` 0 21¶067¶012

土 地 86¶702¶559¶527 409¶845¶845 44¶081¶957 87¶068¶323¶415 ` ` 1¶917¶051¶678 85¶151¶271¶737

建 設 仮 勘 定 208¶265¶951¶781 28¶943¶126¶784 10¶476¶808¶076 226¶732¶270¶489 ` ` 0 226¶732¶270¶489

計 294¶989¶578¶320 29¶352¶972¶629 10¶520¶890¶033 313¶821¶660¶916 ` ` 1¶917¶051¶678 311¶904¶609¶238
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] 資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
{ 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」及び「放射性同位元素等によ
る放射線障害の防止に関する法律」に定められている事業の廃止に伴う措置としての解体・
除染・廃棄等の講ずべき義務、及びあらかじめ主務大臣への届出・認可の義務に基づき、施
設の廃止等に係る債務を有しておりますが、これら施設の廃止措置の時期や計画については、
主務大臣の認可が必要であり当機構のみの判断で決定することはできません。また、廃止措
置に関する解体・撤去等の方法については研究開発途上段階にあり技術的に確立されている

ものではないことから、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積ることができないため、
\{で記載しているものを除き当該資産に係る資産除去債務を計上しておりません。

| 事業等用地の賃貸借契約や立地地域との協定等に基づく事業終了時又は退去時の建物等の
原状回復義務を有しておりますが、現時点において原状回復に係る具体的な範囲及び方法が
必ずしも明確でないこと、及び当該資産を使用する事業の終了予定はなく使用期間が明確で
はないことから、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積ることができないため、\~

で記載しているものを除き当該資産に係る資産除去債務を計上しておりません。
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